
(ウクライナ大統領付属国家行政アカデミーの公告）

ウクライナ大統領付属国家行政アカデミー

地域社会マネジメント・地方行政・都市行政・マネジメントソフトウェア・国

際関係研究科,

国際関係 NGO「民間戦略研究所」

は, 神戸学院大学経済学部 (日本）の代表者とのテーマ別会合への参加をお勧
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ウクライナ大統領付属
国家行政アカデミー主催テーマ会合
｢日本における革新的な発展｣



めします。

テーマ：｢日本における革新的な発展」

使用言語：ウクライナ語と日本語訳

司会：ボロディーミル・バクレンコ, ウクライナの大統領付属国家行政アカデ

ミー, 地方行政, 地方政府, 都市行政研究科長

報告者：

１, 中村亨 教授, 神戸学院大学経済学部長

２, 岡部芳彦 博士, 神戸学院大学経済学部准教授

３, 林隆一 神戸学院大学経済学部准教授

４, 三宅敦史 博士, 神戸学院大学経済学部准教授

場所 (所在地省略,）

2016年11月２日 10：00～12：00

第１報告：中村亨「対外援助は貧困を削減するのに有効か？」

本報告は, マクロ経済の視点から対外援助が貧困を削減するのに有効かどう

かをパネルデータ分析のエビデンスを通して議論することを目的としている。

現在, この地球上で貧困のために亡くなる人の数は年間800万人以上と言わ

れている。国連や世界銀行, IMFなどは, すでに10年前以上から, 政策のター

ゲットを“成長促進 (growth promotion)”から“貧困削減 (poverty reduction)”

へとシフトしている。世界銀行の本年の年次報告 (Annual Report 2016）では,

2030年までに極度の貧困 (extreme poverty) を根絶するという目標をうたって

いる。貧困削減に努力し, 結果を残した国には援助と債務救済 (debt relief)

を得られるというインセンティブをもたせた政策 (HIPC イニシアチブ) を国

際機関は実行していた。貧困削減と貧困国の対外債務の削減は, 経済的に, 社

会的に“持続可能な社会”を構築するという意図が読み取れる。このような背

景のもとで, どのようにしたら, 貧困削減を効率的に実行できるのであろうか。

そもそも, 貧困削減をターゲットにした対外援助が主流になる中で, 果たして
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その対外援助は貧困削減に有効なのであろうか。この問題への解答がわかれば,

ウクライナへの援助は, ウクライナの貧困を削減し, 安定した持続可能な社会

の構築に寄与できるかどうかがわかる。本稿の目的は, 貧困削減と対外援助の

関係をクロスセクション・パネルデータにより計量的に把握することにある。

推定される方程式は次の(１)式のような形をとる。すなわち,

�����������������	
�����
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左辺の��は貧困指数, �は一人当たり所得, �	
は対外援助, �はコントロー

ル変数でインフレーション, サックス型貿易解放度, 政策変数, 制度の質, 金

融深化度, 内戦ダミー, 熱帯ダミー, 東アジア地域ダミーといった変数である。

また推定方法は, 援助の内生性 (endogeniety) の性質から起こる内生バイアス

を修正するために, ２種類の操作変数を使って, 二段階最小二乗法及び一般化

モーメント法 (GMM) を採用した。最大49か国, 1970年から2001年にわたり

4年平均, 8 期間データをサンプルに推定した。結論はシンプルである。援助

が貧困削減に及ぼす, 頑健 (robust) かつドミナントな効果を見出し得なかっ

た。この援助のパフォーマンスの悪さは, 援助の配分の失敗 (misallocated),

援助の誤用 (misused), 被援助国の援助吸収能力 (absorptive capacity) の不足

が原因であることはよく指摘されるところである。なお, 我々の研究で, 貧困

削減に有意 (significant) かつ頑健な推定結果を示したのは一人当たり所得�で

あった。以前, 成長の成果が貧困層に浸透する「トリックルダウン」効果に対

して疑問が投げかけられているものの, 本研究や, World Bank の Dollar and

Kraay (2002) や Moster and Ichida (2001), Collier (2007) の結果から, 成長

は貧困削減に重要なファクターであることが示された。以上の研究からウクラ

イナへの提言は以下のようになる。それは援助の中身がウクライナの債務削減

と経済成長に集中すべきだということである。なぜなら, 債務の存在こそが,

経済成長のブレーキ, 恒常的な不況, 金融危機に脆弱な体質を作ってしまうか

らである (例えば Reinhart et al. (2012) 参照)。ウクライナの成長のカギは生

産性の向上であり, それはイノベーションによってもたらされることは言うま
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でもない。過剰な債務の存在は, 設備投資の足をにぶらせ, イノベーションが

活躍せず, 生産性がダウンし, 結果, 成長が低迷する。このようにウクライナ

の債務削減こそ援助政策の中心となり, 経済政策の重要なポイントと言えるで

あろう。

参考文献
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はじめまして。神戸学院大学経済学部准教授の岡部芳彦と申します。今日は,

日本とウクライナの関係について, お互い協力することによって, イノベーショ

ンを起こすことが出来るという観点から報告させていただきます。

日本とウクライナは非常に良く似た特徴を持つ国です。隣国がロシアであり,

共に悲劇的な原子力災害を経験しています。あまり知られていませんが, 実は

日本とウクライナは隣国だった時期があります。 2月革命後の1917年に, 第一

回全ウクライナ人極東会議が, そして1918年 2 月, 第二回全ウクライナ極東会

議がハバロフスクで開かれました。この会議では地理的にはつながっていませ

んが, 現在のロシア極東地域に「緑ウクライナ」と呼ばれる国家を建設し, そ

れがウクライナ国の一部として宣言されました。残念ながら1922年にソビエト

赤軍との対立後, 緑ウクライナは崩壊し消滅しました。ただこの事実は, 日本

とウクライナが非常に近い関係にあることを示唆しています。その経験は, 現
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在の日本とウクライナの関係にも生かされているのかもしれません。

1991年ソビエト連邦崩壊後, 日本政府は継続してウクライナを経済支援して

きました。昨日, 我々が到着したボリスポリ空港Ｄターミナルは191億円の円

借款で2012年にオープンしました。尊厳革命後には, キエフ市の下水道施設の

改修に最大1100億円の円借款供与されることが決定しています。

また2012年よりウクライナ警察車両更新プロジェクトが, 独立行政法人の新

エネルギー・産業技術総合開発機構とウクライナ環境投資庁が交わしたグリー

ン投資スキームに関する契約に基づき, 始まりました。エコロジーの最新技術

を搭載した「プリウス」を警察車両として採用することにより, 大幅に燃費効

率を向上させ, 二酸化炭素排出を 7割程度削減することが可能となる見込みと

言われています。

ただ, 日本がウクライナに貢献するだけではなく, ウクライナも日本にこれ

から大いに貢献できると思います。現在, とうもろこしの日本の輸入における

第５位はウクライナです。これはウクライナが, 日本の食料安全保障にも多大

な貢献をしていることを意味しています。また, 日本では, 薬用植物, 甘草が,

漢方薬, 医薬品をはじめ, 菓子や醤油などの食品, タバコなどの嗜好品, 化粧

品, 制汗剤, シャンプー, 入浴剤などの日用品など多様な用途で使用され, 日

常生活に欠かせない原料です。ただ, 甘草は, ほとんど日本で生産されておら

ず, 中国からの輸入に頼っています。日中関係は, 領土問題を抱えており, あ

まりよくありません。ですので, 中国から輸入できなくなるリスクを避ける必

要があります。ですので, 甘草を, ウクライナで生産して日本に輸出するのは

いかがでしょうか。ウクライナは欧州を代表する農業国である一方, 冷涼な気

候であり, 甘草などの栽培に適した気候です。また, 人件費も安く, 大規模な

農業経営に向いた国であると言えます。多くの漢方薬の原料がウクライナで生

産され, 日本に輸出されると, 我々, 一般国民にとって非常にありがたく, 日

本におけるウクライナのイメージが上がるのは間違いないでしょう。神戸学院

大学は, 2014年に, ウクライナ国立農業科学アカデミー・アグロ・エコロジー
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環境マネジメント研究所と学術協定を結びました。それを通じて, ウクライナ

における甘草栽培の可能性を探りたいと考えています。

「日本・ウクライナ投資協定」が2015年11月に発効しており, 両国間の投資

環境も整備されてきています。戦略的パートナーとして, 日本とウクライナの

両国が協力することによって, イノベーションが起こり, 新たなビジネス・チャ

ンスが生まれれば, 両国の関係はさらに深まり, 今後手を携え世界の平和と安

定に貢献できると考えます。ご静聴ありがとうございました。

(ウクライナ語で報告：以下, 原文）
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第３報告：林隆一「The Strategy of FANUC’s robot business」

私は企業・産業分析を専門としており, 企業戦略を発表します。工作機械の

キーパーツである NC (Numerical Controller) と産業用ロボットで世界シェア

トップであるファナックの Platform Leadership Strategy です。

ファナックは, 2015年度売上で6000億円超, 営業利益率は約35％と高収益で

す。時価総額 (企業価値）は約3.4兆円で日本のトップ10に入る製造業の企業

です。

Gawer & Cusumano は, PC産業におけるインテルなど米国 IT企業の研究

から, Platform Leadership Strategy の有効性を指摘しました。生物における
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「エコシステム」の考え方を, ビジネスに適用した「ビジネス・エコシステム」

を想定し, 他の企業に補完的なイノベーションを起こすように働きかける戦略

です。関連して, Iansiti & Levien は, ウニを捕食する「ラッコ」を人間が駆

逐したことで, ウニが海藻を食べつくし, 生態系が破壊された例を挙げ,「ビ

ジネス・エコシステム」にも, ラッコのような「キーストーン」の企業が存在

することを主張しました。これらの研究は, 米国の IT産業や小売産業を対象

に研究が進んでいますが, 製造業の研究事例は少なく, 私はファナックを「キー

ストーン」として分析しました。

工作機械などで工具の位置や送り速度などをコンピュータ制御する NCで,

ファナックは 5割前後のシェアを持っています。ファナックは, もともとは日

本の工作機械企業向けに NCを開発しました。NCの普及で, 汎用的 (一般的）

な工作機械企業は, ファナックの NCを組み込んでいると他社と差別化が難し

いと考え, 独自の NCに切り替えました。現在では, 日本の工作機械トップ 3

の企業は, ファナック以外の NCを主に採用しています。日本の中小工作機械

企業は, ファナックの NCを採用し, 電機技術は丸ごと依存する一方で, 自ら

は独自で機械加工技術で差別化しています。中小工作機械は, 市場規模は小さ

いものの, 特定の機械加工で競争力を持つ専用機械に特化するケースが多く,

日本の工作機械企業数は95社で過去20年ほとんど変わらず, 産業内の多様性が

維持されています。一方,「キーストーン」がいなかった米国では多くの工作

機械企業が再編・淘汰されました。

ファナックは, 標準化し, 低コストで安定性の高い NCを, 中国, 台湾, 韓

国の汎用的な工作機械企業に 6割から 8割のシェアで供給しています。その結

果, 2009年から中国は世界一の工作機械生産国になり, 韓国は 5位, 台湾は 7

位になりました。ファナックは日本から世界に「エコシステム」の対象を拡大

しました。

ファナックは直接の顧客である工作機械向けのカスタマイズ対応はしません

が, 工作機械を使用する最終顧客である自動車や電機企業に対して世界中でア

神戸学院経済学論集 (第49巻第 1・2号)
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フターサービス体制を築いています。これにより, 日本の中小企業や韓国・台

湾企業など海外サポートが弱い企業でも海外販売が容易になっています。

ファナックは, NCで稼働する産業用ロボットでも世界トップシェアですが,

日本のシェアよりも, 欧米や中国でのシェアが高いです。一般的に, トヨタな

どの日本の顧客はロボットのカスタム仕様を好みますが, ファナックのロボッ

トは標準化されているためです。

ファナックは標準化を進め, ロボット生産の約 9割をロボットで生産してお

り安価で安定性が高いです (一般的にはロボット生産比率は 3 割程度です)。

ファナックは, 顧客に密着するシステムインテグレータに, 最終顧客のカスタ

マイズ設計などの直接的な顧客対応を任せています。ファナックは, 米シスコ

社と共同開発でロボットの稼働状況から故障予想を行い, 補修部品を供給する

システムインテグレータをサポートし, アフターサービス体制を強化していま

す。これにより, ファナックは, 工作機械産業で築いた「エコシステム」を,

ロボットを使用する製造業全般に広げる Platform Leadership Strategy を展開

していると考えています。

第４報告：三宅敦史 「独占的競争モデルにおける脱工業化」

論説として本号収録 (11～27頁）

ウクライナ大統領付属国家行政アカデミー主催テーマ会合……
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